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環太平洋経済連携協定（TPP）による
アジアパシフィック地域における貿易
の自由化の促進 

 

 

環太平洋経済連携協定（TPP）とは？ 

環太平洋経済連携協定（TPP）交渉に参加

する12ヶ国は、数年間に渡る交渉を経て、

2015年10月5日に大筋合意に至った。TPP

参加12ヶ国の総国内総生産（GDP）は、グロー

バルGDPの約40％を占めており、TPP発効

により太平洋を囲む巨大な自由貿易圏が

誕生することになる。 

TPPは2006年にシンガポール、チリ、ニュー

ジーランド及びブルネイにより調印された環

太平洋戦略的経済連携協定から派生した

ものである。2008年には、アメリカ、オースト

ラリア及びペルーが当初の4ヶ国との自由

貿易協定の交渉に参画したことにより、当

該協定がTPPとして知られることになった。

その後、マレーシア及びベトナムも2010年

に正式に交渉に参加し、ついで2012年にカ

ナダ及びメキシコが、2013年に日本が参加

することとなった。 

今後のTPPの動向は？ 

TPPはアジアパシフィック地域により大きな

成長をもたらすと期待されているが、全ての

批准手続きが完了するまでにはさらに数年

を要するであろう。現在判明している情報に

よると、TPPは少なくとも12の加盟国の総

GDPの85％以上を占める6ヶ国以上の批准

手続きの完了により発効するとされている。 

TPPの内容及び今後の影響を理解するた

めには、条文を法律的な観点で慎重に検証

する必要がある。TPPの条文が発行される

までの間、アジアパシフィックの国々はTPP

参加国及び非参加国により署名されている

既存のFTA（例：アメリカ―シンガポール自

由貿易協定、日本―ASEAN包括的経済連

携協定）からの恩恵を引き続き得られる。 

TPPによりASEANのビジネス環境にどのよ

うな変化が生じるのだろうか。 

例えば、ベトナムはTPPによりアメリカや日

本といった巨大市場に積極的にアクセスで

きるようになる。これはベトナムの製造業に

とって非常に重要な意味を持つであろう。 

競争力とビジネスの円滑化に関する特別規

定では、自由貿易地域内のサプライチェー

ンへの中小企業の参加を支援する活動を

行うとされており、中小企業にとってより大

きな市場への足がかりとなる。また、TPPの

締結はその他の貿易協定にも影響を与え

ると見られる。例えば、インド及び中国を含

む東アジア地域包括的経済連携（RCEP）の

締結をより加速させ、さらに、TPPに匹敵す

るか、より積極的な市場アクセスの条件を

盛り込むといったことも考えられる。 
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今後の3年から5年を見据えると、TPPはシン

ガポール及びアジアパシフィックにおいて活

動する企業に対して、サプライチェーンの構

築や産業の活性化といった多大な影響を及

ぼすであろう。詳細は現時点で判明していな

いものの、シンガポールの企業及びASEAN

各国に所在する企業は、貿易自由化の利点

を最大限に活用することを検討するべきで

あろう。もし、より多くの国々がTPPに参加する

とした場合には、間違いなくアジアパシフィッ

クへの直接投資を加速させ、経済成長をも

たらすであろう。 

 

KPMGのサポート 

多国間貿易協定のメリットを享受するために、

サプライチェーンの見直しがより重要となっ

ています。KPMGでは貿易及び関税につい

ての経験あるアドバイザーによるチームを

編成し、当該地域でのサプライチェーンの見

直しをアシストします。 

 

 

 

Contact us 

Tay Hong Beng 

Head of Tax 

T: +65 6213 2565 

E: hongbengtay@kpmg.com.sg 

Angelia Chew 

Partner, Trade & Customs (Indirect Tax) 

T: +65 6213 3768 

E: angeliachew@kpmg.com.sg 

KPMG 

16 Raffles Quay #22-00 

Hong Leong Building 

Singapore 048581 

T: +65 6213 3388 

F: +65 6227 1297  

E: tax@kpmg.com.sg  

kpmg.com.sg 

2015 Tier 1 Firm for Tax Advisory, 

Transfer Pricing and Transactional Tax – 

International Tax Review. 

Best Advisor For Taxation Services – 

Euromoney Real Estate Awards 2014. 

For more details of our Tax services,  

please click here. 

About Tax Alert 

KPMG’s Tax Alerts highlight the 

latest tax developments, impending 

change to laws or regulations, 

current practices and potential 

problem areas that may impact you 

or your company. As certain issues 

discussed herein are time sensitive it 

is advisable to make plans 

accordingly. 

“Tax Alert” is issued exclusively for 

the information of clients and staff of 

KPMG Services Pte. Ltd. and should 

not be used or relied upon as a 

substitute for detailed advice or a 

basis for formulating business 

decisions. 

mailto:hongbengtay@kpmg.com.sg
mailto:angeliachew@kpmg.com.sg
http://www.kpmg.com/SG/EN/SERVICES/TAX/Pages/default.aspx

	環太平洋経済連携協定（TPP）によるアジアパシフィック地域における貿易の自由化の促進
	環太平洋経済連携協定（TPP）とは？
	今後のTPPの動向は？
	TPPによりASEANのビジネス環境にどのような変化が生じるのだろうか。
	KPMGのサポート


